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総合治水から、水防災意識社会、さらに流域治水へ
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特定都市河川浸水被害対策法の改正
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特定都市河川の指定要件の見直し
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特定都市河川浸水被害対策法の概要
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流域水害対策協議会の創設
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貯留機能保全区域制度の創設

貯留機能保全区域の特例措置（固定資産税・都市計画税）
貯留機能保全区域として指定された土地に係る固定資産税及び都市計画税について、指定後3年間、課税標準を2／3～5／6の
範囲内で市町村の条例で定める割合とする特例措置がある。 7



浸水被害防止区域制度の創設
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地方公共団体や民間事業者による雨水貯留浸透施設の整備促進

～①地方公共団体への法定補助制度の創設、②民間事業者等による計画認定制度の創設
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特定都市河川における区域指定までの流れ
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○ 流域の関係者による流域治水を推進するため、国、都道府県、市町村等からなる法定協議会を創設するとともに、
様々な主体が流域水害対策計画に基づき実施する雨水貯留浸透対策を強化する。【流域治水関連法案】
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特定都市河川における支援制度（財政的支援）
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特定都市河川における支援制度（財政的支援）

■河川改修・排水機場等のハード整備

流域水害対策計画に位置付けられた メニューについて、整備を加速化する
■雨水貯留浸透施設の整備

流域で雨水を貯留・浸透させ、水害リスクを減らすため、公共に加え、
民間による雨水貯留浸透施設の設置を促進する

＜雨水貯留浸透施設の例＞＜特定都市河川流域における主なハード対策＞

出典）京都市情報館HP

道路の縁石の一部を「穴あき」の
ブロックに据え替えることで、歩
道上や直接雨庭内に降った雨水だ
けでなく、車道上に降った雨水も
雨庭の中に取り込む

雨庭

個別補助事業の場合



雨水貯留浸透施設の整備に係る支援制度
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